





























































































4　坂口貴弘 .米国国立公文書館における秘密情報の利用制限 :情報自由法・プライバシー法成立以前を中心に .
京都大学大学文書館研究紀要 .2016,no.14,p.23-40.















ーでは文書の類型ごとに 30 年、60 年、90 年という非公開期間を設けていた。最も一般的なのは
文書作成日から起算する方法で、非公開期間はほぼ 75 年間となっていた。個人の死亡日から起
算する 9か国では、死亡から 10 年～ 50 年間非公開となる。
第二に、国益の保護や安全保障の観点からの制限は 20 か国で行われている。この非公開期間
は 25 年間（フィンランド）から 90 年間（ハンガリー）まで多様であるが、30 年間とする国が
多かった。
第三に、経済的利益を保護するための制限は 12 か国で行われているが、11 か国では制限され
ていない。制限する国では 20 年間の非公開が最も多いがオランダは 75 年間としている。




・国勢調査の個票（19 世紀末～ 20 世紀初頭）《個人情報》
　　制限あり 6／制限なし 17
・個人の医療記録（1890 年／ 1905 年／ 1920 年／ 1935 年）《個人情報》
　　制限あり 18 ／制限なし 5
・離婚訴訟の裁判記録（1975 年）《個人情報》
































































































などしたものであり、1768 年～ 2000 年の範囲にまたがる計 207 件の個人文書が人名別に整理さ
















































2018 年 7 月にこの認定を受けている 16。認定のための審査基準の中には、資料へのアクセスに関
する条項があり、明確なアクセスポリシーを公式に定めること、来館型と非来館型双方のアクセ
スについて規定すること、アクセスに影響を及ぼす法規を明示することなどを求めている 17。
































































































その採択から 70 年を経た 2018 年、欧州連合（EU）の「一般データ保護規則」（GeneralData



















27　朝日新聞 .2018 年 5 月 23 日朝刊 .






















































































































































































































































































































































































































※本稿は、2018 年 12 月 12 日に開催された創価大学創価教育研究所研究会での発表内容を加筆
修正したものである。また本稿は、JSPS 科研費 JP15K00467 の助成を受けたものである。本
稿で取り上げたアーカイブズ機関をはじめ、訪問調査に応じていただいた各館のアーキビスト
及び研究協力者に感謝申し上げたい。
52　森本祥子 .日本のアーカイブズで家系調査は可能か :課題整理と可能性の模索 .海港都市研究 .2010,no.5,
p.89-97.
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